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研究成果の概要（和文）：1990年代以降、世界各国は経済リスク、政治リスク、自然災害リスクなど、多様で予測不可
能な社会リスクに直面してきた。そうした中で、東アジアが直面する最大のリスクは、経済的不平等の拡大と雇用の不
安定である。東アジアがこれら2つのリスクにどのように対応してきたのかを、国家レベル、企業レベル、地域社会レ
ベルなどで検証した。
　本研究プロジェクトでは、東アジア10カ国・地域の人口・家族・労働市場・社会保障制度の国際比較を行い、そのう
えで中国、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシアについて国別分析を行い、国家が設計する社会保障
制度の限界と地域社会やNGOが果たす新しい役割を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： Since the 1990s, many countries in the world have experienced a variety of social
 risks --unpredictable risks--- including economic risks, political risks and natural disasters. Among the
m, the most serious risks facing East Asia are rising economic inequality and instability of employment. O
ur project aimed to focus these two risks, and to explore various policies implemented by a state, enterpr
ises and local communities. 
 This project conducted a comparative study on demographic transition, changes in family structure and lab
or market, and social security system in ten East Asian countries (economies) including Japan. The project
 also provided evidences and data relating to both the limitation of state-led social security system and 
the new role of communities and NGOs in security of livelihood in six select countries (China, Korea, Thai
land, Malaysia, Singapore and Indonesia).
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）本共同研究は、科研費補助金基盤研究
（B）「東アジアの福祉システムの行方――企
業内福祉と国家の社会保障制度」（課題番号
17330049、平成 17 年度から平成 19 年度、
研究代表者末廣昭）、並びに同「東アジアの
生活保障システムと年金・退職金制度」（課
題番号 20330044、平成 20 年度から平成 22
年度、研究代表者末廣昭）を継承したもので
ある。 
 
（２）1980 年代後半から東アジア諸国・地
域では、①権威主義的な政治体制や福祉を軽
視する開発主義への不満の表出と民主化運
動の高揚（政治的要因）、②1997 年アジア通
貨危機の発生を契機とする社会的セイフテ
ィネットの本格的な導入（経済的要因）、③
少子高齢化の急速な進展に対する対策の要
請（社会的要因）、という 3 つの要因を契機
にして、福祉国家（福祉社会）戦略への関心
が高まり、国家が設計する社会保障制度が、
次々と整備されていった。同時に、韓国・台
湾・香港・シンガポール（アジア NIES）の
社会政策や福祉国家戦略に関する研究がい
っきょに進展し、「東アジア福祉システム」
（an East Asian welfare system）、「東アジ
ア福祉資本主義」（an East Asian welfare 
capitalism）をめぐる議論がなされた。 
 
（３）上記の 2 つの共同研究のうち前者は、
こうした「東アジア福祉システム」（儒教主
義的福祉国家論、家族の支援と企業福祉が国
家の福祉サービスを補完するなど）の議論に
対して、実証的立場から検証を試みたもので
ある。具体的には、アジア NIESだけでなく、
中国や東南アジア諸国を含めて 7 カ国・地域
で、統一フォーマトによる企業アンケート調
査（有効回答 798 社）を実施し、各国・地域
の企業福祉観、有給休暇、企業内福利厚生、
労働費用の構成（法定福利費・法定外福利
費・退職金などの比率）について、初めて国
際比較を行った。その結果、東アジアに共通
する固有の特徴はなく、各国・地域の制度設
計の経路依存性や企業の経営戦略が、大きな
影響を与えていることを明らかにした。 
 次に上記の共同研究のうち後者は、「東ア
ジア福祉システム」の大きな特徴と見られる
退職金制度に注目し、同じ東アジア 7 カ国・
地域における退職後の人々、もしくは高齢者
の所得保障・医療保障や生活のケア・介護が
どのような制度のもと、誰によって担われて
いるのかを解明することを目的とした。例え
ば、企業と本人が負担する法定退職金制度
（韓国・台湾）や、プロビデント・ファンド
（タイ・マレーシア・シンガポール）の実態
を調査した。その結果、国家による社会保障
制度や企業と本人による年金制度の不十分
さから、いずれの国でも民間の生命保険業が、

近年になって著しく成長している事実を明
らかにした。 
 
（４）こうした共同研究の成果については、
末廣昭編『東アジアの社会保障制度と企業内
福祉――7 カ国・地域の国際比較』（東京大学
社会科学研究所、2008 年 2 月、372 頁）、同
編著『東アジア福祉システムの展望――7 カ
国・地域の企業福祉と社会保障制度』（ミネ
ルヴァ書房、2010 年 3 月、410 頁）、同編『東
アジアの生活保障システム――高齢者対策
と生命保険業』（東京大学社会科学研究所、
2010 年 2 月、204 頁）として、それぞれ刊行
した。 
 従来の「東アジア福祉システム」に関する
研究が、日本・中国・韓国・台湾の比較研究
に偏り、かつ社会政策や社会保障制度の専門
家によって実施されていたのに対し、これら
の共同研究は、①調査対象を東南アジアに広
げたこと、②社会政策の専門家（韓国、台湾）、
地域研究の専門家（中国、韓国、タイ、マレ
ーシア、インドネシア）、労働経済の専門家
（シンガポール、インドネシア）の参加と協
力を得たこと、③文献調査だけではなく、現
地語による聞き取り調査の結果をフルに活
用したことが、大きな特徴である。 
 
２．研究の目的 
 
（１）1960 年代以降、東アジアが目指した
のは経済開発（国の開発）であり、次いで 1990
年代以降は「経済開発＋福祉社会」の実現で
あった。ところが、2000 年代に入ると、2008
年のリーマン・ショックに代表される世界金
融危機（経済リスク）、2004 年末のスマトラ
沖大地震・津波、2008 年の中国四川省の大
地震、2011 年の東日本大震災やタイの大洪水
など、自然災害リスクが相次いで東アジアを
襲う。それだけではない。地域紛争の勃発に
示される「政治リスク」、食の安全への脅威
に示される「健康リスク」など、社会リスク
の頻発とその多様化が顕著となった。 
 
（２）しかも、こうした社会リスクは、産業
社会時代の景気循環（不況）のように「予測
可能なリスク」ではなく、世界金融危機に代
表されるように、被災者がきわめて広範で、
かつ「予測不可能なリスク」に、その特質が
変わった。また、国家（政府）は被災者を特
定して、彼らを救済する政策から、予測不可
能なリスクを管理し、その影響を最小化する
方策を求められることになる。現在の東アジ
アの国家に期待されている役割は、その意味
で、「経済開発＋福祉社会の実現＋リスクの
管理」の 3 つの有機的な統合なのである。 
 
（３）もうひとつの重要な問題は、相対的に
高い経済成長を実現してきた東アジア諸
国・地域の中で、貧困問題の軽減ではなく、
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経済的不平等の拡大と雇用不安が、新たな社
会問題として浮上してきたことである。後者
の雇用不安には、失業問題だけでなく、非正
規労働者（韓国、タイ）、農民工（中国）、海
外出稼ぎ労働者（フィリピン、インドネシア）、
外国人労働者（台湾、タイ、シンガポール）
の急速な増加も含む、いわゆる「労働市場の
流動化」と密接に関係している。社会保険制
度を通じた雇用保障（失業保険など）ではカ
バーしきれない新たな現象が、東アジアでは
生じたのである。 

そこで今回の共同研究では、東アジアの
「福祉システム」を、多様化する社会リスク
と関連させながら、経済的不平等の拡大、雇
用不安の増大、高齢者の生活不安に焦点をあ
てて検討することにした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）本共同研究の研究組織体制は、まず国
別担当者を割り当て、そして、地域を総括す
る「北東アジア班」と「東南アジア班」の責
任者を決めて、それぞれ役割を分担しつつ協
力する体制をとった。この点は過去 2 回の研
究組織体制と変わっていない。 

 
 
４．研究成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）研究の方法としては、①定例の研究会
の開催（東京）、②既存の統計データ・調査
報告書の整理とそれにもとづく国際比較、③
現地での資料収集と関係者からの聞き取り
調査の実施、④報告書の作成、の 4 つに重点
を置いた。また、世界銀行、国際通貨基金
（IMF）、アジア開発銀行（ADB）など国際
機関が刊行している人口動態・雇用・経済格
差に関する報告書をめぐるワークショップ
や、韓国・中国の非正規労働者に関する特別
の研究報告会も開催した。 
 
（３）統計データの整理については、東アジ
ア 10 カ国・地域（日本、中国、台湾、韓国、
タイ、マレーシア、シンガポール、インドネ
シア、ベトナム、フィリピン）の人口動態、
家族制度の変容、労働市場と労使関係の特徴、
家計支出からみた経済格差の実態、社会保障
制度の仕組み、災害などのリスクについて、
精力的に入力作業を行い、その成果を公開し

た（後述）。また、データが少ないベトナム
の労働・社会状況については、最新のベトナ
ム語による報告書（労働社会科学院『ベトナ
ムの労働と社会の情勢、2001 年～2011 年』
2012 年 6 月）を翻訳した上で、これもウェ
ッブ上で公開した。 
 
４．研究成果 
 
（１）既存の統計データや調査報告書の整理
については、初年度から作業を開始し、2012
年に東アジア 9 カ国・地域のデータを、次い
で 2013 年に日本のデータとベトナムの追加
データ（労働社会科学院の調査報告書）を入
力し、「東アジア雇用保障関連データ集」と
して、東京大学社会科学研究所のホームペー
ジにアップロードした。収録した図表の点数
は合計で 805 表に達し、その分量は 1200 頁
を超える。以下、章別構成と図表の点数のみ
を紹介しておきたい。 
 主題別データベース。第 1 章 人口センサ
ス、労働力調査、家計支出・収入調査などの
調査項目の国際比較（6 表）。第 2 章 世界の
人口動態と高齢化社会 （17 表）、第 3 章 東
アジアの労働市場の国際比較（15 表）、第 4
章 東アジアの若者問題（7 表）、第 5 章 東
アジアの社会保障制度、財政、医療、幸福度、
家族観（16 表）。 
 国・地域別データベース。第 6 章 中国の
労働市場と社会保障制度 （68 表。以下、国
名のみ）、第 7 章 台湾 （51 表）、第 8 章 韓
国（71 表）、第 9 章 タイ（115 表）、第 10
章 マレーシア （62 表）、第 11 章 シンガ
ポール（63 表）、第 12 章 インドネシア（45
表）、第 13 章 ベトナム（41 表）、第 13 章
（補遺）労働社会科学院の調査報告書（115
表）、第 14 章 フィリピン（43 表）、第 15
章 日本（70 表）。 
 
（２）東アジアの国際比較表の作成によって、
次のようなことが明らかになった。 
 人口・住宅センサスは国連のガイドライン
に従ってはいるものの、国・地域別に特徴の
ある質問項目（国籍、民族・人種、宗教の聞
き方、国内労働移動と海外出稼ぎ労働、高齢
者の生活実態に関する調査など）があること
を確認した。 
 人口動態については、国連の「世界人口推
計 2010 年」にもとづいて、国別の生産年齢
人口の比率と年増加率、人口ボーナスの始ま
りと終わりの年の確定、従属人口比率の動向、
少子化と高齢化の実態について、詳細な国別
データを作成し公開した。 

その上で、他の発展途上地域と比較して、
「生産年齢人口」の急速な増加が、労働集約
型輸出指向産業の発展を軸とする東アジア
の経済成長の重要な要因になったこと、逆に、
東アジアでは、高齢化が先進国以上のスピー
ドで進んでいることを確認した。また、家族
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（出所）UN, The World Population Prospects: The 2010 Revision  より末廣・大泉作成。

図2　生産年齢人口比率の推移：世界、NIES、韓国、タイ　1950-2050年　（％）
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制度についても、家族成員の急速な縮小、独
居老人を含む「単独世帯」の増加などを明ら
かにした。 

 
 労働市場については、労働参加率の変化、
セクター・業種別、就業地位別、職種別の就
業人口構成の変化、非正規労働者の増加など
を明らかにした。 
 また、最新のデータにもとづいて、各国・
地域の社会保障制度の枠組みと、社会保険
（年金、健康保険など）、公的扶助の実態の
紹介も行った。同時に自然災害や犯罪などの
社会リスクに関するデータも整理した。 
 
（３）本共同研究のメンバーは、それぞれが
担当する国・地域の統計データの整理とは別
に、現地で聞き取り調査を実施し、各自が重
要と思うテーマで報告を行った。それらを取
りまとめたものが、末廣昭編『東アジアの雇
用・生活保障と新たな社会リスクへの対応』
（東京大学社会科学研究所リサーチシリー
ズ、No.56, 2014 年 3 月、216 頁）である。
この成果報告書は、東京大学社会科学研究所
のホームページで全文を公開している。 
 報告書の総論では、東アジアが直面する重
要な課題として、貧困問題や失業ではなく、
「拡大する経済的不平等」の問題を取り上げ
た。そして、その背景に都市と農村の間の空
間的格差（spatial inequality）、親の世代の
学歴がもたらす子ども世代のスキルの差
（skill premiums）に加え、正規・非正規労
働者の間の極端な賃金格差や、国が設計する
社会保障制度の非正規労働者への適用率の
低さも、大きな影響を与えていることを明ら
かにした。 
 また、韓国については、制度的には国民皆
年金・国民皆健康保険が構築されたものの、
実際には、OECD 加盟諸国の中で最高水準の
高齢者貧困比率や家計の教育支出負担、最低
水準の若者就業率など、「過酷な現実、不安
な将来」の厳しい実態、経済危機以後の従業
員規模別の間での企業内福利厚生のサービ
スに関する格差の拡大、さらには、極端な市
場主義的福祉国家戦略に対抗する新しい「福
祉システム」の構想、つまり「協同組合思想・
運動」の見直しとその浮上などを扱った。 

 中国については、現在の社会リスクに関す
る国民意識調査の結果を使って、都市部住民
の間で政府の社会保障制度への信頼が揺ら
いでいること、タイでは、遅々として進まな
い国民皆年金制度や高齢者向けの公的施設
を補完するものとして、「コミュニティ福祉
センター」の活動が、近年では大きな役割を
果たしていることを実証した。 
 
（４）本共同研究の大きな成果は、これまで
ほとんど日本で紹介されることがなかった、
マレーシアとインドネシアにおける最新の
社会保障制度の法的整備や最低賃金制度の
導入をめぐる意思決定過程（民主化と福祉政
治の問題）を、若手の東南アジア政治学者が、
現地語資料の検討を通じて明らかにした点
にある。また両国では、国家が提供する福祉
関連サービス（マレーシアの EPF、インドネ
シアの JAMSOSTEK など）の「アクティブ・
メンバー」（保険料を全納した保険者）と「イ
ンアクティブ・メンバー」（登録はしたが、
保険料は滞納か一部未納の保険者）の大量の
存在を紹介し、制度の構築と運用の実態の間
の大きな乖離を実証した。 

シンガポールについては、高齢者のケアを
家族成員が原則的に担うべきだという、政府
の方針（儒教主義）がある中で、実際には、
フィリピンやインドネシアからの外国人家
事労働者に圧倒的に依存している実態を紹
介し、日本の将来の高齢者ケアのひとつの選
択肢を示唆した。この問題は、「社会リスク・
労働市場の変容・高齢者のケア」の 3 つが重
なった、東アジアが直面する新たな社会問題
の典型と言うことができる。 
 
（５）現在の東アジアの社会保障制度を、国
家が設計した「制度」を見ているだけでは、
実態を理解したことにならない。東アジア、
とりわけ東南アジアの場合には、制度の構築
と制度の運用の間に大きな乖離が生じてお
り、人々の雇用保障・生活保障が実際には、
国家以外の誰によって、どのように実施され
ているのかを解明することが、極めて重要と
なるからである。本共同研究はこの点で、東
アジア諸国・地域の多様な動きを紹介してお
り、「超高齢社会」に突入した日本に対して
も、多くの示唆を与えるものと考える。 
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